
一
般
会
計
歳
入

　

歳
入
は
、
定
額
減
税
の
実
施
に
伴
う

市
税
の
減
収
や
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付

金
」、「
社
会
資
本
整
備
交
付
金
」
な
ど

の
国
庫
支
出
金
の
ほ
か
、
ふ
る
さ
と
納

税
の
寄
附
金
な
ど
が
減
少
し
た
一
方
、

地
域
の
実
情
に
応
じ
て
交
付
さ
れ
た
「
地

方
交
付
税
」
や
、
定
額
減
税
に
よ
る
市

税
の
減
収
等
を
補
填
す
る
「
地
方
特
例

交
付
金
」
な
ど
が
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　令和６年度一般会計 ・ 特別会計及び企業会計の決算が、 市議会

12月定例会で承認されました。 皆さんに納めていただいた税金や国・

県からの補助金などが、 どのように使われたのかをお知らせします。

問市財政課　TEL ０９９４ｰ 31 ｰ１１２６

令和６年度

決 算

一
般
会
計
歳
出

01

民生費民生費
265億8,331万円265億8,331万円

（41.9％）（41.9％）

総務費総務費
68億6,647万円68億6,647万円

（10.8％）（10.8％）

農林水産業費農林水産業費
25億6,531万円25億6,531万円

（4.0％）（4.0％）

教育費教育費
63億9，863万円63億9，863万円

（10.1％）（10.1％）

公債費公債費
46億246億2,558,558万円万円

（7.3％）（7.3％）

土木費土木費
36億519万円36億519万円

（5.7％）（5.7％）

衛生費衛生費
28億328億3,877,877万円万円

（4.5％）（4.5％）

消防費ほか消防費ほか
93億393億3,572,572万円万円

（14.7％）（14.7％）

災害復旧費災害復旧費
6億5,174万円6億5,174万円

（1.0％）（1.0％）

歳 出
634億
7,070万円

（100.0％）

民生費　
高齢者福祉、医療、保育費など

の経費

○幼稚園 ・ 保育所等給付費

○自立支援給付事業

○生活保護事業

○児童手当費

○低所得者支援及び定額減税

   補足給付金事業　など

総務費　
地域振興などの経費

○ふるさと鹿屋応援事業

○湯遊ランドあいら施設整備

   事業

○電算処理管理運営経費

○総合交通対策事業　など

教育費　
学校施設の維持管理等や学校

教育などの経費

○小 ・ 中学校施設大規模改造

   事業

○学校給食費負担軽減事業

○市スポーツ施設再配置事業

 　など

公債費

過去の借入金の

返済に係る経費

農林水産業費　

農林水産業振興や農道整備な

どの経費

○県営土地改良事業  

○漁業付加価値向上対策事業

○畜産環境センター事業

○多面的機能支払交付金事業

   など

衛生費

保健衛生やごみ処理などの

経費

○予防接種事業

○健康診査 ・ がん検診事業

〇�ごみ ・ 資源物収集事業 

など

土木費　
道路や都市公園などの管

理・整備に係る経費

○道路整備 ・ 維持修繕事業

○公園等維持管理経費

○住宅改善事業 など

災害復旧費　　
台風等の災害により被災した

施設の復旧などに係る経費

○道路 ・ 橋りょう ・ 河川災害   

　 復旧事業

○農地 ・ 農業用施設災害復旧  

   事業　など

消防費ほか　　
消防や商工業振興、議会運営などの経費

○消防組合負担金

○新たな工業団地整備事業

○商工業活性化推進事業　など

02

　　自主財源
（

37.3％
）

415 億 8,678 万円

依

存財源（62.7％）

地方譲与税 5億5,057万円（0.8％）

その他　14億967万円（2.1％）

使用料・手数料   
6億7,191万円（1.0％）

分担金・負担金  
1億7,711万円（0.3％）

財産収入 　
1億4,534万円（0.2％）

寄附金寄附金
34億5,985万円 34億5,985万円 

（5.2％）（5.2％）

市債市債 
36億2,600万円36億2,600万円

（5.5％）（5.5％）

繰入金繰入金
59億7,026万円59億7,026万円

（9.0％）（9.0％）

市税市税
114億962万円114億962万円
　　　（17.2％）　　　（17.2％）

地方交付税地方交付税
148億1,172万円（22.3％）148億1,172万円（22.3％）

県支出金県支出金
57億141万円57億141万円

（8.6（8.6％％））

歳 入
663億
3,556万円

（100.0％）

　247 億

4,878
万

円

地方消費税交付金
25億7,916万円（3.9％）

諸収入 
 5億7,197万円（0.9％）

繰越金繰越金
23億4,272万23億4,272万円円

（3.5％）（3.5％）

市税　　
市に納められた市民税、固定資産税、

軽自動車税、たばこ税、都市計画税

の総称

○市民税＝ 43 億 8,620 万円

○固定資産税＝ 53 億 1,073 万円

○軽自動車税＝ 4 億 7,632 万円

○たばこ税＝７億 6,848 万円

○都市計画税＝ 4 億 6,789 万円

繰入金

事業の目的に沿って積み立て

ておいた基金の取り崩しなど

○財政調整基金

　　　　   ＝ 1 1 億 1,235 万円

○ふるさと鹿屋応援基金

　　　　   ＝ 32 億 8,736 万円

○地域振興基金

　　　　　    ＝ 4 億 3,530 万円

地方交付税　
地域によって地方税の収入額に差があることか

ら、地方間の財政力の不均衡を是正し、必要な

財源を保障するために国から交付される資金

○普通交付税＝ 134 億 95 万円

○特別交付税＝ 14 億 1,077 万円

国庫支出金

国からの補助金

や負担金など

県支出金

県からの補助金

や負担金など

市債

市が建設事業や災害

復旧事業などを行う

際の借入金

国庫支出金国庫支出金
129億824万円129億824万円

（19.5％）（19.5％）

　

歳
出
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
食
料
品
価

格
等
の
物
価
高
騰
へ
の
対
応
と
し
て
、

「
低
所
得
者
支
援
及
び
定
額
減
税
補
足
給

付
金
事
業
」
や
「
保
育
所
等
給
食
支
援

事
業
」、「
地
域
公
共
交
通
等
燃
料
価
格

高
騰
対
策
支
援
事
業
」
な
ど
に
よ
る
市

民
や
事
業
者
へ
の
支
援
に
取
り
組
み
ま

し
た
。
ま
た
、
市
民
と
行
政
の
協
働
に

よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
指
針
と
な
る
「
第

３
次
鹿
屋
市
総
合
計
画
」
の
策
定
を
は

じ
め
、
小
・
中
学
校
の
給
食
費
の
全
額

を
支
援
す
る
「
学
校
給
食
費
負
担
軽
減

事
業
」
や
、
妊
産
婦
の
産
後
支
援
の
充

実
を
図
る
た
め
、
宿
泊
型
に
加
え
て
日

帰
り
型
も
対
象
と
し
た
「
産
後
ケ
ア
事

業
」、
地
域
住
民
の
複
合
化
・
複
雑
化
し

た
課
題
に
関
係
支
援
機
関
と
連
携
し
て

一
体
的
に
対
応
す
る
「
重
層
的
支
援
体

制
整
備
事
業
」
な
ど
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
国
が
推
進
す
る
税
や
福

祉
等
の
業
務
に
係
る
情
報
シ
ス
テ
ム
の

標
準
化
・
共
通
化
に
向
け
た
「
ガ
バ
メ

ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
移
行
事
業
」
や
太
陽
光

発
電
設
備
・
太
陽
熱
温
水
設
備
を
導
入

し
た
「
湯
遊
ラ
ン
ド
あ
い
ら
施
設
整
備

事
業
」、
サ
ッ
カ
ー
場
や
テ
ニ
ス
コ
ー
ト

等
を
備
え
、
各
種
大
会
の
開
催
や
ス
ポ
ー

ツ
合
宿
の
誘
致
に
よ
る
交
流
促
進
が
期

待
さ
れ
る
「
野
里
運
動
施
設
の
整
備
」

な
ど
に
も
取
り
組
み
ま
し
た
。

様々な税金の使われ方

■ 地方消費税増収分の使われ方

　平成 26 年４月及び令和元年 10 月に消費税率（国・地方）

が引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分は、

その使い道を明確化し、社会保障に要する経費に充てるもの

とされています。令和６年度の地方消費税交付金のうち引上

げ分は、子ども医療費助成や幼稚園・保育所等給付費など子

育て支援に関する事業の財源の一部として活用しています。

地方消費税交付金の引き上げ分　14 億 2,262 万円

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業、

又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業の費用

に充てるため、都市計画区域内の土地や家屋の所有者に対し

て課税される目的税です。現在実施中の都市計画事業の財源

の一部として活用しているほか、過去に実施した公共下水道

整備事業等に係る市債の償還金として活用しています。　

■ 都市計画税の使われ方

都市計画税　4 億 6,789 万円

○一般会計歳出決算の性質別内訳○一般会計歳出決算の性質別内訳

区　分
令和６年度

金　額 構成比

義務的

経　費

人件費 72億4,764万円 11.4%

扶助費 192億6,884万円 30.4%

公債費 46億2,559万円 7.3%

小　　計 311億4,206万円 49.1%

投資的

経　費

普通建設事業費 66億2,127万円 10.4%

災害復旧事業費 7億4,847万円 1.2%

小　　計 73億6,974万円 11.6%

その他

経　費

物件費 82億9,950万円 13.1%

維持補修費 3億2,558万円 0.5%

補助費等 51億7,734万円 8.2%

積立金 63億5,740万円 10.0%

貸付金 2,621万円 0.0%

繰出金 47億7,286万円 7.5%

小　　計 249億5,890万円 39.3%

合　　計 634億7,070万円 100.0% ※端数調整のため、 合計が一致しない場合があります。
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